


Copyright (c) JAPAN PLATFORM All Rights Reserved.

設 立：2000年8月（東京）

主な活動：国内外の人道支援活動への資金提供
（（海外）ODA、（海外・国内）民間寄付、（国内）休眠預金等）

体 制：NGO、政府、経済界をつなぐプラットフォーム
            （ガザ、ウクライナをはじめ66か国、2472事業以上）

加盟団体47団体

特 徴：20年以上にわたる即応性の高い緊急人道支援の
実施経験に基づき、充実したガイドライン、
迅速かつ専門的な審査体制により、
資金提供を実施。

2011年以降、日本国内支援を本格化
国内事業：東日本大震災(‛11年～),熊本地震(‛16年～22年),

西日本豪雨災害(‛18年～),令和元年台風（‛19年～),
2020/21年豪雨災害,
2023年国内災害,能登半島地震等
自然災害のほか、新型コロナ、在留外国人支援等実施

ガザの様子

ジャパン・プラットフォーム
助けたい。その思いが集う場所。
日本の支援を世界に広げ、すべての人が自ら未来を切り開く世界へ
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七尾市

輪島市

珠洲市

志賀町

能登町

穴水町

能登支援に投入した資金・支援分野・支援地域
民間寄付：約11億円（物資）、休眠預金：1.5億円（対人援助）

©JPF

©Vネット ©JCSA ©JPF

©PBV©HuMA

初動調査 食料

医療保健

衛生 インフラ 物資

避難所
©JPF

支援連携

これまで

19団体

44事業

能登半島全域で多くの分野の支援を実施。 （石川県19市町中17市町で活動）
1つの団体だけでは解決が難しい多様なニーズに対応。
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休眠預金を活用した能登支援
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区分 団体名 活動地 平時活動テーマ等 災害支援
2020年度枠 ピースボート災害

支援センター
輪島市中心 避難所運営ノウハウ移転 ・対口支援者へのノウハウ移転

・キッチンカーによる炊き出し等
ワンファミリー仙台
YNF

珠洲市
石川県域

災害ケースマネジメント
ノウハウ移転

・避難行動支援、・生活再建支援
・災害時の県支援施策への助言等

2021年度枠 セカンドハーベスト
ジャパン

能登半島
石川県全域

災害時の食料支援
ノウハウ移転

・中能登に食料倉庫設置
・炊き出し団体への食材提供
・困窮者への食料提供

全国フードバンク
推進協議会

奥能登地域 ・穴水町に食料倉庫設置
・困窮者への食料提供

2023年度
2024年度枠

・SeedsAsia
・地球市民の会
・ながのこどもの城
・ワンファミリー仙台、YNF
・セカンドハーベストジャパン
・むすびえ

・三重県鳥羽市
・佐賀県域
・北信越地域
・石川、四国、九州
・近畿・中部
・静岡、三重、愛知

・災害時の学童の避難等、地域ぐるみの安全ノウハウ移転
・在留外国人の災害の担い手育成
・災害時の子どもケースマネジメント
・災害ケースマネジメント
・災害時の食料支援ノウハウ移転
・災害時の食提供ネットワーク構築

活動支援枠 ・Vネット
・パルシック
・日本レスキュー協会
・さいわい
・新潟県ﾌｰﾄﾞﾊﾞﾝｸ推進協議会
・ひのくにスマイルプロジェクト
・tasukeai haiki 0
・能登町定住促進協議会

・全国（岐阜県）
・全国（東京都）
・全国（兵庫県）
・全国（徳島）
・北信越（新潟）
・全国（熊本）
・全国（大阪）
・能登

・災害時衛生管理（風呂、洗濯、水害等からの家屋修繕）
・物資支援、コミュニティ形成等
・人命救助、ペット保護、ペットセラピー
・災害ケースマネジメント
・食支援
・食料等物資支援
・食料・衣類等物資支援
・外部ボランティアマネジメント等

赤字=プログラムで能登支援
紫字=団体として能登支援
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ジャパン・プラットフォーム災害支援・対応準備

・避難所運営ノウハウ
2020年度より当該ノウハウのアップデート  
を目指し行政機関ヒアリング実施（PBV）

・災害ケースマネジメント：
2020年度より当該ノウハウを災害リスクの
高い地域へ移転（ﾜﾝﾌｧﾐﾘｰ仙台、YNF等）

・災害時の食品ラストワンマイル
2021年度より、全国域のフードバンク
 の持つ災害支援ノウハウを災害リスクの
 高い地域に移転。

（ｾｶﾝﾄﾞﾊｰﾍﾞｽﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ、全国ﾌｰﾄﾞﾊﾞﾝｸ推進協）

・ガバナンスコンプライアンス
整備支援
2024年度より、災害支援団体の規程類
整備支援を開始（8団体）

■直後：避難所支援・人命救助

■復旧期：衛生支援・食の支援

■復興期：仮設物資支援

■重機支援：重機メーカーと協業

  重機等40台の支援
         （現在も稼働）

用途：土砂家財取出

■物資支援：企業物資頒布
（スポーツ用品メーカー様、家具量販
メーカ等と協業）
児童への衣類配付、能登町の民設被災者向け

集会所や、障がい者施設に家具等の支援
■越冬支援物資の頒布
（衣料品メーカー様と協業）

 
 冬物衣料
能登全地区配布

■支援者移動支援：航空券の無償提供
（航空機企業様と協業）

①民間団体の能登半島支援 ②賛助企業等との連携

・キッチンカーを使っ
た食料と物資支援。

・消防等と連携した
レスキュー活動

・水不足の中、給水を
合わせた入浴・洗濯支
援。Vネット等実施

・困窮者、炊き出しな
どに向けた食料倉庫を
中能登に設置。

・石川県内のすべての仮設
住宅入居者への、4万円を
上限とした家電の給与。
（みなしを含む全仮設住宅
設置自治体）

③災害対応準備
JPFは被災地内の資源だけでは支援が不足する災害に出動します。
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• JPF youtube Channel
（https://www.youtube.com/user/japanplatform01）

【休眠預金活用事業】セカンドハーベスト・ジャパン「能登半島地震支援」
(https://www.youtube.com/watch?v=ivxhLAppmsY&t=580s)（２HJ）

【休眠預金活用事業】全国フードバンク推進協議会「能登半島地震・豪
雨支援」
（https://www.youtube.com/watch?v=i5egB2HAjdQ&t=18s

• （FB）
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https://www.youtube.com/watch?v=i5egB2HAjdQ&t=18s


Copyright (c) JAPAN PLATFORM All Rights Reserved.

大規模災害時の支援の課題について
（能登半島支援におけるJPFの活動から）

自衛隊
救助活動

1/6 2/3

能登空港
再開

珠洲市仮設
住宅入居開始

1/1
1/1

16：10 
震度6強地震
大津波警報
16：24
震度7地震
火災発生

1/2

死者100人に

1/10

死者200人に

輪島市仮設
住宅入居開始災害救助法適用

初の
災害関連死

1/9 2/1

震災
1ヶ月

ボランティア
受入開始

1/27

1/27

0124被災地の様子©JPF

2/9

出典元：
NHK

出典元：
NHK

出典元：
NHK

出典元：
NHK

①人命救助・医療支援・食料支援実施 ②医療支援・衛生支援・食料物資支援・移動支援
③生活再建（仮設住宅）支援

支援内容
と

フェーズ

資金調達が間に合わない
(民間資金)

資金調達 この期間以降は、資金調達が不明
＝ 長期的な支援が困難

災
害
の
動
き

当
法
人
の
動
き

6

休眠預金により、迅速かつ切れ目のない、
大規模な支援が実現。
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休眠預金による災害支援（質の高さと迅速な出動と）
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3年目

ノウハウ実
践と形式化

初年度

ノウハウ移転

開 始

2年目

ノウハウ移
転と現地化

平時の“３年サイクル”
（支援の質向上とノウハウ移転）

（2020-2023 or 2021-2024）

発災時の“１年サイクル”
（ノウハウの現場実践と支援の継続）
（2023.7 or 2024.3 – 2024.7 or 2025.2）

初動

多様な支援
の実践

緊急期１

ノウハウの現地

適応

事業終了

「誰一人取
り残さな
い」体制

項目 裨益者 達成値※3

最終受益者 災害脆弱層 18,068 人以上/10,700人（のべ）

内訳

在宅中心の避難者
（食料・物資支援）

16,825食（配食）/10,000人、
528 回（炊き出し）

生活再建困難者
（支援制度への連結）

644件/500人（支援制度連結）13,964人（参加者）
1040回（サロン開催）

家屋修繕 599件/200人（家屋修繕・相談）2,074 回（個別訪問）

項目 裨益者 達成値※3

最終受益者災害脆弱層 11,400 人以上

内訳

提供食料量 140.6トン
内脆弱層分 117.7トン

炊き出し提供人数 11,400人以上

災害支援
の結果
（能登のみ）

・避難所運営
・災害ケース
マネジメント
・食料支援

災害支援
の結果

（秋田・能登）
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一般社団法人 居住支援全国ネットワーク事務局長理事
NPO法人ワンファミリー仙台理事長

立 岡 学

休眠預金を活用した災害支援事業への取り組み
これまでの取り組み事例から、能登のこれからを考える

資金分配団体及び実行団体からの事例共有



一般社団法人居住支援全国ネットワーク https://kyojushien.net/

【団体紹介】
〇定款では、適切な住居を確保することやそこでの生活を継続していくことに困難を抱えている方々に対して、
住居を確保するための入居支援と、そこでの生活を継続するための居住生活支援をあわせて提供する居住支援の
普及及び発展を目的とする活動を行い、もって、社会の福祉の増進に寄与することを目的としています。

〇入会するには、「一見さんお断り」というルールのもと、会員2団体からの推薦状と居住支援の思いを聞

いて同じ志（同志）なのかを確かめ、「信頼できる」と思えた団体」のみ、入会が許されます。
〇休眠預金分配団体・NPO等の中間支援組織の世界でいえば、

「居住支援」という専門一点突破の孤高のルーキーとして、是非、諸先輩がたに可愛がって、そ
して仲良くしていただけるとありがたいです。

【分配団体としての今回の２つの事業のコンセプト】
「災害ケースマネジメント」×「居住支援」×「空き家利活用」という考え方に基づき、被
災者の新たな生活再建や発災前の暮らしを取り戻していく様な提案と平時の地域課題の解決につながる様な提案
を出してもらえる様に、「行政がついてこれないのではないか」と言われつつ、こだわりをふんだんに盛り込
んだ公募要領だと思っています。

お題：資金分配団体及び実行団体からの事例共有

https://kyojushien.net/


具体的な事業紹介①
資金分配団体としての助成プログラム：「令和6年能登半島地震被災者を対象とする居住支援事業」
アウトリーチで被災者の住居に関する相談に応じ、寄り添い一緒に考えて一時住居の確保と後の転居を見据えた居住生活支援を行う事業

https://kyojushien.net/kyumin/2024k/
 資金分配団体の事業期間：2024年8月～2026年3月末

 実行団体の事業期間：2024年12月頃～2025年12月頃

 実行団体への助成総額：1憶5千万円

 実行団体数：4団体

＜事業の目的＞
令和6年能登半島地震の被災地において、被災者の孤立防止と生活の安定を図ることを目指します。そのために被災者ひとりひ
とりの住まいの課題に向き合い、被災地の将来を見据えた居住支援が展開されるよう、実行団体とともに取り組みます。

＜本事業における居住支援＞

本事業における「居住支援」は、 （①）能登半島地震を受け、被災者ひとりひとりの住まいの課題や悩みに対
し、被災者に寄り添い、そして被災者の生活再建に資する相談と、被災者の生活再建を支援する取り組み、
（②）また能登地域全体を見据え、空き家等の調査、文化的価値のある空き家の利活用、空き家を被災者の住ま
いとして活用する施策、空き家を活用した２地域居住の可能性等を総合的に「居住支援」と考えています。

⇒２つのアプローチ（軸）で支援することを明記

お題：資金分配団体及び実行団体からの事例共有

https://kyojushien.net/kyumin/2024k


具体的な事業紹介②

居住支援の手法（対象事業）
アプローチ①
「災害ケースマネジメント」の手法を用いた居住支援相談
災害ケースマネジメントとは、被災者一人ひとりの被災状況や生活状況の課題等を個別の相談等により把
握した上で、必要に応じ専門的な能力をもつ関係者と連携しながら、当該課題等の解消に向けて継続的に
支援することにより、被災者の自立・生活再建が進むようにマネジメントする取組み。
https://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/case/index.html

被災者ひとりひとりの住まいの課題や悩みに対し、被災者に寄り添い、士業や専門家と連携しながら、専門的で
包括的なサポートをコーディネートするような相談支援をしてほしいと実行団体にもとめた。

アプローチ②被災家屋や空き家を調査し、地域のリソースとして復興に利活用する取り組み
被災地では公費解体が積極的に行われ、文化的な価値ある住宅までも壊されていた。また持ち家文化が根強いた
め、もともと民間の賃貸住宅が少ない。さらに震災により賃貸住宅として流通している物件は、被災６市町合わ
せてもたった数件のみだった。

故に空き家の利活用を実行団体にもとめた。

お題：資金分配団体及び実行団体からの事例共有

https://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/case/index.html


2024緊急枠事業採択団体
＜実行団体の助成状況＞

助成期間 2024年12月頃～2025年12月頃（１年間）

助成上限額 3,750万円（空き家等の改修費を含む）

実行団体 4団体（12団体の応募から審査）

 一般社団法人能登復興建築人会議（石川県）

 特定非営利活動法人 YNF（福岡県）
建築プロンティアネット北陸（石川県）

 有限会社 CR-ASSIST（大阪府）

 株式会社時事通信社（東京都）

コンソーシアム

お題：資金分配団体及び実行団体からの事例共有



実行団体の紹介①
一般社団法人能登復興建築人会議（石川県）
◆事業名：直して残そう ～住まいと地域の再生支援プロジェクト～

◆目的：被災した建物の修繕や再利用を促進し、公費解体による

建物の損失を最小限に抑える

◆事業内容：

①建築士を中心とした専門家による建物相談

②住宅資源悉皆調査を実施し、再利用の可能性を示す

◆実績（上半期）：

①170件の相談対応（県市町と連携した相談会＋独自相談会）

②1,223 件の建物調査、117 件の活用可能性報告（第１回調査）

お題：資金分配団体及び実行団体からの事例共有



実行団体の紹介②

NPO法人YNF（福岡県）
建築プロンティアネット（石川県）
◆事業名：能登半島地震における広域連携を見据えた派遣型士業相談

支援及び珠洲市における空家調査事業

◆目的：行政や様々な機関が連携した派遣型士業相談体制の構築
と能登地域における災害CMのロールモデルの確立

◆事業内容：
①支え合いセンターでの相談ニーズに応じた士業の戸別派遣相談
②珠洲市空き家バンク掲載物件を中心とした建物状況調査

◆実績（上半期） ：
①建築士派遣相談 80件、弁護士派遣相談 30件
②住宅調査は前半は未実施

NHK ハートネットTV
（2025.1.27放送）

で活動が紹介されました

お題：資金分配団体及び実行団体からの事例共有

https://www.nhk.jp/p/heart-net/ts/J89PNQQ4QW/episode/te/JYK1Z75Z8L/
https://www.nhk.jp/p/heart-net/ts/J89PNQQ4QW/episode/te/JYK1Z75Z8L/
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実行団体の紹介③

有限会社CR-ASSIST（大阪府）
◆事業名：奥能登不動産に伴走する居住支援事業

◆目的：被災者の居住支援に対応できる社会的不動産事業者の育成

◆事業内容：

①能登不動産への暮らしの相談窓口設置・事業者の育成と伴走支援

②能登町空き家バンク物件のICT活用調査、モデル住宅の提示

◆実績（上半期） ：

①窓口相談対応 245件、訪問相談 7回、出張相談会 1回

②建物スクリーニング調査 21 件、モデル住宅整備中（2件を予定）

お題：資金分配団体及び実行団体からの事例共有



実行団体の紹介④

株式会社時事通信社（東京都）
◆事業名：「スムヤドスム」北陸復興版

◆目的：被災地における関係人口の創出と二地域居住を推進するための

新たなスキームの提案と社会実装

◆事業内容：

①被災地の自治体と連携した住民向け住宅相談会

②空き家等を活用した「スムヤドスム」の構築と実装

◆実績（上半期） ：

①空き家所有者へのコンタクト 2,500件、相談対応人数 600回

②スムヤドスムのスキーム構築とWeb開設、利用希望者の受付け
https://sumu-yado-sumu.jp/

お題：資金分配団体及び実行団体からの事例共有
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事業成果

① 石川県庁の施策の変化
 公費解体加速化プランで10月末までに約4万棟の公費解体を目指す ⇒このままでは使える住宅や価値ある建物まで無くなってしまう…
 県が公費解体の「留保制度」を設けて「壊さず使おう」を呼びかけ ⇒解体工事を停止して、専門家による無料調査と活用等を提案
 市町も呼応する形で公費解体の申請期限を延長
 県による「被災家屋活用推進タスクフォース」の立ち上げ
 県と連動した空き家の悉皆調査を推進、その後県予算もつくように
 古民家の活用コンテストや宿泊事業者の活用検討ツアーなども
 これらは北國新聞（2025.5.11）の2面-3面で大きく特集される
 公費解体を進める方針を180度転換する大きな変化が生まれる （この方針転換には自治体や被災者で戸惑い反発も…）

② 内閣府の対応の変化

 公費解体をした方が手厚い支援を受けられる制度になっている。

 仮設住宅の入居要件に「自宅が半壊で再利用できず、やむをえず解体を行うこと」という要件がある。

 この要件で仮設住宅に入居している被災者は、解体留保をすると退去を求められることになる。（留保したくても二の足を踏む）

 石川県の協議により、内閣府が入居要件を緩和！ ⇒留保制度を使っても修繕が終わるまで仮設入居可に

地域の住宅資源を最大限活用できるように国も柔軟な対応を示す

③ 市町の施策の変化

 罹災証明書に書かれる被害程度の判定は、市町職員が決めている

 建築士などの専門家から見ると、必ずしも正しくないのが現状

 でも役所からすると、罹災判定を覆すような事業には消極的 ⇒災害CMに基づく士業相談で判定が覆り、責任を問われる可能性も

 それでも珠洲市は士業相談の必要性に理解を示し、市が予算化する

 その他の市町でも次々に自治体が予算をつける方向に… ⇒士業相談の結果、判定が変わり、自宅の再建が可能となった家庭も
基礎自治体による被災者の気持ちに寄り添った施策の変化と、地域資源を活用した復興「直して使おう」につながっていく

お題：資金分配団体及び実行団体からの事例共有
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対象者
活動内容

被災者の生活再建に
向けて弁護士や建築
士等による住まいの
相談支援の実施

相談体制の事前構築
事業

１．「災害ケース
マネジメント」の
手法を用いた相談
体制の構築

２．地域資源と
して利用できる
空き家の発掘

被災地における
復興のための利
活用を目的とし
た空き家調査

災害時活用の観
点を踏まえた空
き家調査

３．空き家利活
用型地域生活継
続支援事業

４．空き家利活
用型就労支援事
業

５．災害に備えた
各部局・機関の連
携体制の構築

被災地

未被災地

空家の活用による解決

さまざまな部局、
機関、事業者、支
援団体等との災害
に備えた地域のプ
ラットフォームの
構築

被災地で喪失し
た福祉サービス
等を実施するた
めの建物の整備

災害時に活用で
きる住宅確保要
配慮者向けの支
援付住宅の整備

福祉の担い手な
ど、被災地で働
く人の住まいを
支援する建物の
整備

資金的支援

１．上記の居住支援を実施する団体同士のネットワークづくりを目的とした意見交換会の開催、
及び活動地域の行政機関との連携体制を構築するためのコーディネート支援

２．災害ケースマネジメントに即した事業展開がなされるための研修事業
３．居住支援の専門家によるノウハウの提供や大規模災害への対応能力と意識向上のための伴走支援

非資金的支援

能登半島地震や近年の豪雨災害のあった被災地、大規模災害のリスクが高い地域で居住支援を実施する団体

災害時に被害を最小限に抑えるための事前復興

【教訓】
能登の教訓
を未被災地
に広げてい
くことが重
要であり、
そのために
未被災地の
地域からの
公募を実施
することに
した。

お題：資金分配団体及び実行団体からの事例共有
2024年度通常枠事業内容



対象者
活動内容

被災者の生活再建に
向けて弁護士や建築
士等による住まいの
相談支援の実施

相談体制の事前構築
事業

１．「災害ケース
マネジメント」の
手法を用いた相談
体制の構築

２．地域資源と
して利用できる
空き家の発掘

被災地における
復興のための利
活用を目的とし
た空き家調査

災害時活用の観
点を踏まえた空
き家調査

３．空き家利活用・新
築による地域生活継続
のための福祉サービス
再開支援事業

４．空き家利活
用・新築等による
住まいと働く人の
確保支援事業

５．災害に備えた
各部局・機関の連
携体制の構築

被災地

未被災地

空家のみならず新築を含む住まいと福祉サービス再開と被
災地で働く人の確保事業

さまざまな部局、
機関、事業者、支
援団体等との災害
に備えた地域のプ
ラットフォームの
構築

被災地で喪失し
た福祉サービス
等を実施するた
めの建物の整備

災害時に活用で
きる住宅確保要
配慮者向けの支
援付住宅の整備

福祉の担い手な
ど、被災地で働
く人の住まいを
支援する建物の
整備

資金的支援

１．上記の居住支援を実施する団体同士のネットワークづくりを目的とした意見交換会の開催、
及び活動地域の行政機関との連携体制を構築するためのコーディネート支援

２．災害ケースマネジメントに即した事業展開がなされるための研修事業
３．居住支援の専門家によるノウハウの提供や大規模災害への対応能力と意識向上のための伴走支援

非資金的支援

能登半島地震や近年の豪雨災害のあった被災地、大規模災害のリスクが高い地域で居住支援を実施する団体

災害時に被害を最小限に抑えるための事前復興

お題：資金分配団体及び実行団体からの事例共有

これからの能登を考えると〇赤丸・赤字のところが復興にはここが重要！



休眠預金を活用した
災害支援事業への取り組み

これまでの取り組み事例から、能登のこれからを考える

2025.9.3

NPO法人ETIC.　シニアコーディネーター
瀬沼希望



What's ETIC.？

行動を起こす人に伴走し、つなぎ、  
ともに「あたらしい社会」をつくる。
 
ETIC.（エティック）という名前は、 
Entrepreneurial Training for Innovative Communities.の頭文字をとったもの。 
ひらたく言えば「アントレプレナー」を増やすために、約30年活動してきました。 
NPOと言えば、「社会のために活動している団体」と見られがちですが、どちらかと言うと私たちは 
「こんなことをやってみたい」という個人の挑戦を、応援・支援してきた団体です。
想いのある人に必要なサポートをする。志を同じくする人とつなぐ。 
さまざまな人や組織と一緒に、みずからプロジェクトを立ち上げる。 
時代のフロンティアで積み重ねてきた活動は、少しずつ、でも確実に社会の変化を生み出してきました。 
あなたがいま企業人であれ、学生であれ、地域や社会の課題に取り組む人であれ、 
あなたの中にもしそのような想いがあれば、私たちETIC.の扉をノックしてみてください。

団体名称：特定非営利活動法人エティック 

設立：1993年 

法人化：2000年3月
スタッフ： 124名 （うち専従49名）※2023年5月31日現在
所在地：東京都渋谷区
年間予算：約10億円（2024年度）
URL： https://www.etic.or.jp/ 

団体概要 

https://www.etic.or.jp/


災害支援の専門家ではないETIC.がなぜ取り組むのか？

全国 
80以上の 

エリア 
パートナー 

まちづくりや
人材育成の
専門性を活
かすには？

年間 
1,500人以

上への機会
提供



地域のまちづくり団体の役割　　　 被災者のニーズの隙間を埋める 

4 

災害時において、行政や社会福祉協議会はそれぞれ避難所設置やハード復旧、ボランティアセンター等の規定
業務に追われる中、現時点でも 取り組み切れないニーズの隙間は多く存在 します。その隙間を埋める形で、必
要な地域内外の支援リソースを増やし繋ぐ「遊軍的なコーディネーター」 として起動します。

町内会
自主防

災

社協 
による 

災害VC
*VC:ボランティアセンター

市町村行政 
による支援

災害支援
NPO 

被災 
事業者

被災
者

地域に根差した  
まちづくり団体  

地域に根差した  
まちづくり団体  

地域に根差した  
まちづくり団体  

地域に根差した  
まちづくり団体  

地域に根差した  
まちづくり団体  

事業者は原則自立再建 

社協の体制が脆弱な地域では代替機
能を担うことも

生活再建に取り組む家庭を支援す
るための避難所での学童保育

神社や集会所等の共助スペー
スは社協支援の対象外

災害中間支援組織による  
情報共有会議  

(メインシステム)  

(サブシステム)



能登半島地震発災前からの仕組み（※数字は能登半島地震前までのもの）  

5

災害時に地域のまちづくりや人材育成団体が役割を効果的に発揮できるようにするために、それを支える
平時からの仕組みとして、地域の団体同士による相互扶助型の会員制度 や、企業の皆さまによる経営支
援(プロボノ)や、災害時に備えたご協力 を呼びかけています。

地域のまちづくり団体  
向け 

「災害支援会員制度」 

助成 

企業 

個人 
賛助会
員/寄附   発災地域 

組織 
(市町村)  

被災者支
援プロジェ

クト 

プロジェクト 
全国各地の該当団体 

(潜在層・個人も含む)  

研修 

相互人材派遣

プロジェクト 

プロジェクト 

サポート 

地域団体の初動を支える資金・
人材の準備 

拠出金 
(共済) 

旅費・人
件費補助 

平時からの協働  
(プロボノ/地域

連携)  

18団体加盟：年間297
万円(2024.1時点)  累計資金調達支援額

：1,089万円(2021.8～) 



能登半島地震での取り組み　右腕派遣（2024年1月6日～） 

6 

● 一般社団法人ひだ財団＠岐阜 
● 株式会社ガクトラボ＠石川 
● 株式会社akeru＠福井 
● NPO法人ETIC.＠東京 
● 感環自然村＠長野 
● NPO法人G-net＠岐阜 
● 株式会社Co-Act＠静岡 
● 合同会社ハピオブ＠富山 
● 株式会社エンパブリック＠東京 
● 一般社団法人ワカツク＠宮城 
● NPO法人ESUNE＠静岡 
● NPO法人Chance for ALL＠東京 
● 株式会社なんで・なんで＠秋田 
● NPO法人ボランティアインフォ＠宮城 
● 株式会社ESCCA＠宮城 
● 株式会社バリューシフト＠青森 

全国ネットワーク「チャレンジ・コミュニティ・プロジェクト」の仲間たちを中心に、16
団体からの出向により実施してきました。  

第3職員室理事の仁志出憲聖さん（右）と右腕として参画したハピオブの

スタッフ尾藤光さん（中）  

※発災1ヶ月は全国ネットワークの積立会費より資金を拠出。その後は、会員団体(ETIC.)の調達資金を原資に、全国ネットワークとの連携で実施。 



休眠預金事業(2023年度緊急枠)の概要と趣旨 

7 

現状 

目指す姿 
能登らしい復興 

2024年4月～2025年3月末  
緊急支援事業および中長期的復

興を見据えた基盤強化  

2025年4月以降 
復興の加速化 

課題① 
● 生活再建フェーズは被災者のニーズが見えにくくなる 
● 奥能登等の被災地に留まる高齢者・障がい者たちを支える医療福祉リ

ソース不足 
● 分散型のみなし仮設生活により既存コミュニティとの分断リスク 

現状課題② 
● 支援リソース不足 
● 事務局・プロジェクト

マネジメント人材不
足　等 

基盤強化に必要な要素 
● 実行団体の事務局基盤整備 
● 主体形成 
● 受援力向上 
● 関係人口、外部支援リソース拡大　等 

この1年間で、緊急性の高い課題へのプロジェクトを実行 するとともに、そ
の課題解決に必要な地域内外からの社会資源を掘り起こし 、緊急支援お
よび中長期的な復興に繋げていく。

緊急支援の主な領域 
● 災害弱者（高齢者・障がい者、技能実習生等の

外国籍の方、乳幼児を抱える子育て世代等）の
生活支援 

● コミュニティからの分断が危惧される子育て世代
・中高生等の若者世代 

● 復興計画づくりを進める地元住民や、事業再建
を目指す小規模事業者 



　実行団体の一覧 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№ 団体名 活動エリア 活動テーマ

01 株式会社こみんぐる 珠洲市真浦 珠洲市真浦集落の災害に強い集落化 

02 一般社団法人
コミュニティヘルス研究機構

志賀町
増大する被災地のケアニーズに対応するDC-CAT（Disaster 
Community-Care Assistance Team)による支援事業

03 一般社団法人第3職員室
金沢・
奥能登

被災したこども若者支援のための企画・アウトリーチ及び能
登半島ユースワーク連携会議の連携促進

04 合同会社CとH
／合同会社ハピオブ

珠洲市・
能登町

能登半島地震の緊急支援環境の構築および経済活動の中
長期的展望を見据えた基盤構築事業

05 公益財団法人
ほくりくみらい基金

輪島市・
能登町

ニーズが可視化されにくいグループへの支援事業

06
特定非営利活動法人日本
都市計画家協会／黒島みら
い会議

輪島市黒島 黒島地区の住宅の安全確保と2次避難者の帰還支援

07 特定非営利活動法人
ボランティアインフォ

奥能登全域
ボランティアキャンプ場をつくり能登半島支援ボランティアを
増やす事業



● 都市部の企業や他地域の専門家など、外部が関わる受け皿となったことで、外からの

興味・関心を継続でき、でリソースの巻き込みにつながった

● 24年度通常枠で採択。ほくりくみらい基金と里山里海未来財団・ETIC.3者のコンソーシ

アム。いろいろなレイヤーの地域の担い手を増やしていく

　実行団体の成果と資金分配団体としての役割 

実行団体の成果

資金分配団体としての役割

指標 目標 結果

災害弱者を支えるためのプロジェクト数 6プロジェクト  13プロジェクト

それらがリーチする地域住民数 300名 1205名

支援活動に参画する企業や団体数 20社・団体 81名

支援活動に参画する専門職やプロボノ、学生ボランティ
ア・インターン数

300名 546名

※一部抜粋
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復興のために私たちができること

①行政・支援団体等との連携、被災地への支援

○直接支援 ○被災地での現地支援
もともとかかわっていた方への訪問 現地から求められることをできることをやる
物資の配布 地職員の応援（支援者支援）
避難所への訪問
手続きへの同行
担当市町以外へのつなぎ
住まいの場の確保

○会議への参加
行政・支援団体との連携や情報交換
生活のしずらさを抱える方の窓口の啓発
あらたなひきこもり者との出会い



復興のために私たちができること

②奥能登の商品の物販販売 ③被災地と福祉事業所の仕事の架け橋
（能登復興推進隊）



復興のために私たちができること

④被災者であり支援者の吐き出しの場 ⑤福祉避難所の整備
七尾市・中能登町の福祉避難所不足

→ 施設を改修し、令和7年3月10日に七尾市と協定

※中能登町にも行政と連携し、
令和8年度中には設置（予定）
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